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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第143期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第142期

会計期間

　
自　平成20年４月１日　
至　平成20年６月30日

　

　
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

　

売上高（百万円） 110,285 501,060

経常利益（百万円） 1,250 19,227

四半期（当期）純利益又は

四半期（当期）純損失（△）
（百万円） △2,621 13,239

純資産額（百万円） 222,727 231,530

総資産額（百万円） 433,402 451,744

１株当たり純資産額（円） 628.08 652.84

１株当たり四半期（当期）純利益又は

１株当たり四半期（当期）純損失（△）
（円） △7.57 38.21

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益

（円）
－ 37.81

自己資本比率（％） 50.2 50.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
698 32,884

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△4,528 △22,121

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△3,027 △7,246

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高

（百万円）
36,109 43,674

従業員数（人） 21,705 21,005

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

　　　　２．売上高には消費税等は含まれていません。

　　　　３．第143期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在

株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　 当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

 要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　 当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 21,705  

　（注）従業員数は就業人員であります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 7,635  

　（注）従業員数は就業人員であります。なお、子会社等への出向従業員（当第１四半期1,183人）は除外しています。

EDINET提出書類

ＴＯＴＯ株式会社(E01138)

四半期報告書

 3/27



第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業区分ごとに示すと、次のとおりです。

事業区分の名称 金額（百万円）

建築用設備機器 109,270

その他 2,765

 合計 112,035

　（注）１．金額は、売価換算値で表示しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2）受注状況

　当社グループは概ね見込生産方式を採っておりますので、受注の状況については記載を省略しました。

(3）販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業区分ごとに示すと、次のとおりです。

事業区分の名称 金額（百万円）

建築用設備機器 107,175

その他 5,722

内部売上消去等 △2,612

 合計 110,285

　（注）１．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合

当第１四半期連結会計期間において、販売実績が総販売実績の100分の10以上を占める相手先がな

いため、記載を省略しました。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態及び経営成績の分析】
　

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。
　

(1）業績の状況

①当第１四半期連結会計期間の状況

　当第１四半期（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）における経済情勢は、米国金融不安の影響や、原燃

料価格の高騰など、国内外ともに景気の先行きは不透明感を強めつつ推移しました。

　国内住宅設備業界につきましては、新設住宅着工戸数が前年を下回るとともに、増改築需要も盛り上りに欠けるな

ど、依然厳しい状況が続いています。

　このような事業環境のなか、当社グループは、国内では戸建用システムバスルームの最高級機種「ＳＰＲＩＮＯ

（スプリノ）」やウォシュレット一体形高級便器「ネオレストハイブリッドシリーズ」を核に、ショールームでの

提案力を強化するなど、リモデル需要の喚起・創造による売上拡大を図りました。また海外では、グローバル５極体

制（日本、米国、中国、アジア・オセアニア、欧州）構築に向け、ドイツに欧州事業統括会社（「ＴＯＴＯ　

Europe GmbH」）を設立するなど、各拠点での需要獲得と基盤整備に取り組みました。

　このような活動を展開しましたが、当第１四半期の業績は、海外事業は中国を中心に堅調に推移したものの、国内事

業の低迷を挽回するまでにはいたらず、売上高は１，１０２億８千５百万円となりました。利益面では、売上の減少

に加え、原材料価格の高止まりの影響により、営業利益は７億９千１百万円、経常利益は１２億５千万円となりまし

た。また、当第１四半期より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）の適

用を行い、特別損失としてたな卸資産評価損４５億８千６百万円を計上した結果、四半期純損失は２６億２千１百万

円となりました。

　総資産は、前連結会計年度末に比べ、１８３億４千２百万円減少いたしました。主な内容は、受取手形及び売掛金の

減少９１億３千１百万円であります。

　また、負債は、前連結会計年度末に比べ、９５億３千９百万円減少いたしました。主な内容は、支払手形及び買掛金の

減少２１億４千万円、短期借入金の減少１６億６百万円であります。
　

②事業区分別の業績

ａ．建築用設備機器

＜レストルーム商品＞

　大便器につきましては、ウォシュレット一体形便器の最高機種「ネオレストシリーズ」が堅調に推移しています。

特に平成19年８月発売の「ネオレストハイブリッドシリーズ」は、従来品を上回る節水・静音・洗浄性能を兼ね備

えた世界初の洗浄技術「ハイブリッドエコロジーシステム」を搭載し、新築はもちろんマンションリモデルにも最

適な高級トイレとして順調に売上を伸ばしています。

　また、パブリックレストルームの新定番として、デザイン性と機能性を兼ね備えた「ＲＥＳＴＲＯＯＭ　

ＩＴＥＭ　０１（ゼロワン）」を平成20年４月に発売し、「キッズトイレスペース」（平成19年10月発売）や

「パブリックリモデル便器」（平成20年２月発売）などとともに、非住宅物件の指定獲得によるリモデル需要の掘

り起こしを推進しています。

　このような活動を展開した結果、リモデル売上は堅調に推移したものの、新築売上の低迷が続いたことにより、レス

トルーム商品の売上高は４６１億１千万円となりました。

＜バス・キッチン・洗面商品＞

　平成20年２月に発売した戸建用システムバスルームの最高級ブランド「ＳＰＲＩＮＯ（スプリノ）」を中心に、販

促活動を展開しました。この「ＳＰＲＩＮＯ（スプリノ）」は、業界スタンダードとなった「カラリ床」をさらに進

化させた、柔らかくてやさしい踏みごこちの「ソフトカラリ床」を標準装備するなど、お客様の多様な価値観に対応

した商品として高い評価をいただいています。

　システムキッチンは、豊富な品揃えを誇る高級システムキッチン「キュイジア」を核に全国ショールームを基点と

した提案力強化によるリモデル需要獲得を推進しています。

　このような活動を展開しましたが、住宅着工戸数の減少による新築関連売上の減少を挽回するまでにはいたらず、

バス・キッチン・洗面商品の売上高は５５４億８千８百万円となりました。

＜その他商品＞

　タイル建材、浴室換気暖房乾燥機などの売上高は５５億７千７百万円となりました。

　この結果、建築用設備機器の売上高は１，０７１億７千５百万円となりました。

ｂ．その他

　静電チャック、光フェルール、大型精密セラミック部品などニューセラミック商品については、米国向け光フェルー

ル並びに半導体向け部材の需要低迷により、その他の売上高は５７億２千２百万円となりました。
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③所在地別セグメントの業績

ａ．日本

　お客様が「ＴＯＴＯでリモデルしてよかった」と知人・友人に語っていただける商品とサービスの提供を目指し

て活動を推進しています。

　全国のショールームでは、戸建用システムバスルーム「ＳＰＲＩＮＯ（スプリノ）」や高級システムキッチン

「キュイジア」など、お客様の価値観を追求した新商品を核に、お客様の好みやライフスタイルに合わせた最適な

水回り空間を提案することでリモデル需要の掘り起こしを図りました。

　また、増改築店のネットワークである「ＴＯＴＯリモデルクラブ店」と協業し、ＴＯＴＯショールームを活用した

リモデルクラブ店主催の「トイレリモデルフェア」や「新商品フェア」など各種イベント活動を展開しています。

　このような活動を展開した結果、リモデル売上は堅調に推移したものの、新築売上の低迷が続いたことにより

売上高は９９４億３千１百万円となりました。
　

ｂ．北中米

　ウォシュレットについては体験トイレの設置や各種キャンペーンを実施しました。また、水栓金具については高級

住宅向けのデザイン商品を連続して投入するとともに、取扱い店の拡大に取り組んでいます。これらの活動に加え、

便器の品揃えを拡充するとともに、ウォシュレット一体形便器の最高機種「ネオレスト」などのハイテク・ハイデ

ザイン商品を中心に拡販活動を展開しています。

　このような活動の結果、売上高は６５億７千７百万円となりました。
　

ｃ．中国

　北京・上海・広州および香港ショールームを基点に、高機能商品の実演並びに各種イベントを通じて、ＴＯＴＯの

高い技術力とバスルーム空間全体としての商品力をＰＲし、高級ブランドイメージのさらなる向上に取り組んでい

ます。

　また、環境配慮への取り組みを謳ったＴＶコマーシャルを放映するなど、企業姿勢の発信にも力を入れました。

　このような活動の結果、売上高は７７億６千１百万円となりました。
　

ｄ．その他

　欧州市場参入の第一歩として、ドイツに事業統括会社（「ＴＯＴＯ Europe GmbH」）を設立し、平成20年４月より

活動を開始しました。今後、ウォシュレットをはじめとするＴＯＴＯならではの技術を生かした商品力で新しい生

活文化を提案し、欧州市場における「ＴＯＴＯ＝高級ブランド」としての地位の確立を目指します。

　また、平成20年４月、シンガポールにアジア・オセアニア事業統括会社（「ＴＯＴＯ Asia Oceania Pte.

Ltd.」）を設立しました。これにより、今まで各拠点単位で行っていた戦略立案・推進を、エリア視点で統括してい

き、事業の効率化を実現させるとともに、アジア・オセアニア事業のさらなる強化を図ります。

　成長著しいインドやオイルマネーによるプロジェクトで活況を呈している中近東についても、ネオレストなどの

高機能商品を核に販路を広げるとともに、高級ブランドとしての認知を進めています。

　このような活動の結果、売上高は５０億６千３百万円となりました。

　

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末の４３６億

７千４百万円に比べ、７５億６千５百万円減少し、３６１億９百万円となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結会計期間において営業活動による資金の増加は、６億９千８百万円となりました。

　これは、減価償却費５１億７千５百万円、売上債権の減少額９１億９千８百万円等による資金の増加と、たな卸資産

の増加額４６億４千４百万円等による資金の減少によります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結会計期間において投資活動による資金の減少は、４５億２千８百万円となりました。

　これは、有形固定資産の取得による支出３２億４千６百万円等による資金の減少によります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結会計期間において財務活動による資金の減少は、３０億２千７百万円となりました。

　これは、配当金の支払額２４億２千６百万円等による資金の減少によります。
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第1四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　当社グループを取り巻く事業環境は、景気減速などの影響により厳しい状況が続くものと予想されます。このよう

な環境のもと、当社グループは引き続き「平成19～21年度中期経営計画」の「６つの基本計画」を着実に推進し、国

内リモデル市場での確固たる地位を確立するとともに、真のグローバル企業として飛躍するための基盤整備に取り

組んでまいります。

　

[株式会社の支配に関する基本方針について]

　当社は、会社法および会社法施行規則に基づき、会社の支配に関する基本方針について次のとおり決議いたしてお

ります。

① 当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社グループの事業特性、ならびに国内外の顧客・社

員・取引先等のステークホルダーとの間に築かれた関係等、企業価値の源泉を十分理解し、当社の企業価値ひいては

株主共同の利益を中長期的に確保し、向上させる者であることが必要と考えております。

　当社は、大正６年に創業以来、水まわりを中心とした生活文化の向上に寄与すべく、トイレ・洗面・浴室・キッチン

空間事業、および精密・大型セラミック事業等を展開してまいりました。今後も国内外市場において水まわり文化の

創造を牽引していくため、たゆまぬ研究・開発とお客様との生涯にわたるきずなづくりを大切にし、中長期的視点に

基づいた企業価値の最大化を目指してまいります。

　また、当社は、当社株式の自由な売買を認めることは上場会社として当然のことであり、特定の者またはグループ

（以下、「大量買付者」といいます）が当社の大量の株式を買付ける行為（以下、「大量買付行為」といいます）に

応じて当社株式の売却を行うか否かの最終的な判断は、当社株式を保有する株主の皆様に委ねられるべきものと考

えております。

　しかしながら、当該大量買付行為が、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと判断される場合に

は、必要かつ相当な対抗措置が必要であると考えております。

　

② 基本方針の実現に資する取組み

　当社グループは、企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に確保・向上させるため、社是「愛業至誠：良品と

均質　奉仕と信用　協力と発展」とTOTOグループ企業理念「私たちTOTOグループは、水まわりを中心とした豊かで

快適な生活文化を創造し、お客様の期待以上の満足を追求し続けることで社会の発展に貢献します。」に基づき、広

く社会や地球環境にとって有益な存在であり続けることを目指して企業活動を推進しております。

　平成19年４月からは「平成19～21年度中期経営計画」をスタートさせ、重点方針として「ＣＳＲ（Corporate 

Social Responsibility）経営の強化」と「６つの基本計画の推進」を掲げております。「ＣＳＲ経営の強化」では、地

球環境保護をはじめコンプライアンス（法令等遵守）や企業倫理の確立・社会貢献・社員尊重・リスクマネジメ

ントなど、ＣＳＲの根幹を成す活動を根づかせていくとともに、海外グループ会社においてもＣＳＲ経営を浸透さ

せることで、当社グループ全体としてグローバルな視点に立ったレベルアップを図ってまいります。

 「６つの基本計画の推進」においては、大きく飛躍していくための成長戦略として、「商品・サービス提案による

感動を、知人・友人に語っていただけるリモデルをご提供する“リモデル計画”」、「海外のお客様に、水まわりの

高級ブランドとして認知していただける商品とサービスをご提供する“グローバル計画”」、「生活価値を創造す

る核となる技術、世界に通用する技術を研究開発し、ご提供する“オンリーワン計画”」を、そしてそれらを支える

基盤づくりのための体質強化戦略として、「TOTOグループで働くすべての人々が、持てる力を発揮することができ

る、いきいきとした職場と社風を実現する“チャレンジ計画”」、「商品・サービスともに、世界に誇れる品質をご

提供できる企業体質を実現する“クオリティ計画”」、「安全な仕事環境と、高品質・最適コストを永続的に生み

出すことのできる企業体質を実現する“レボリューション計画”」を位置づけ、それぞれの重点課題に取り組み、

経営体質の強化を図ってまいります。

　また、当社は経営の客観性を高めることを目的に独立性のある社外取締役２名および社外監査役２名を選任し、取

締役任期を１年として経営陣の株主の皆様に対する責任を明確化しております。さらに、社外の有識者に当社グ

ループの経営全般に関する助言をいただくことを目的にした「アドバイザリー・コミッティー」や、役員報酬の決

定をより客観的に行うために社外の有識者と社内取締役で構成する「報酬委員会」、取締役の選任・解任について

の客観性・透明性を保つために代表取締役４名で構成する「指名委員会」を設置し、コーポレート・ガバナンスの

強化に取り組んでおります。
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③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止する

 ための取組み

　当社は、平成18年４月28日開催の取締役会において、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保に資するた

め、「当社株式の大量買付行為に関する対応方針（買収防衛策）」（以下、「本プラン」といいます）を導入いた

しました。

　大量買付行為に際して、株主の皆様が当社株式の売却、すなわち大量買付行為を受け入れるか否かの判断を適切に

行っていただくためには、大量買付者から提供される情報のみならず、当該行為が当社に与える影響や、大量買付者

が当社の経営に参画した場合の経営方針、事業計画の内容等の必要かつ十分な情報、および当該大量買付行為に対

する当社取締役会の評価・意見等も含めた十分な情報が提供されることが不可欠であると考えております。

　そこで、当社取締役会は、大量買付行為が、上記の考え方を具体化した一定の合理的なルールに従って行われるこ

とが必要と考え、本プランにおいて大量買付行為に関するルール（以下、「大量買付ルール」といいます）を定め

ております。

　当社の大量買付ルールは、大量買付者が事前に当社取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、当社取締役会

による一定の評価・検討期間が経過した後に、大量買付行為が開始されるというものです。この大量買付ルールが

遵守されない場合、あるいは遵守されたとしても、後記④記載の特別委員会によって真に当社の経営に参加する意

思がないにもかかわらず、株価を吊り上げて高値で株式を当社および当社関係者に引き取らせることを目的として

いると判断される場合や、当社株式の買付により当社の経営を一時的に支配して、当社の事業経営上必要な知的財

産権・ノウハウ・企業秘密情報・主要取引先や顧客等を大量買付者やそのグループ会社等に委譲させることを目

的としていると判断される場合等、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと認められる場合に

は、対抗措置を講じることがあります。

　具体的にいかなる対抗措置を講じるかについては、当社取締役会がその時点で最も適切と判断したものを選択す

ることといたします。当社取締役会が具体的な対抗措置として株主割当により新株予約権を発行する場合には、対

抗措置としての効果を勘案し、大量買付者は当該新株予約権を行使できないものといたします。

　また、平成18年６月29日開催の第140期定時株主総会において、「買収防衛策の導入に伴う定款一部変更の件」と

して、本プランの実効性を高めるため、発行可能株式総数の拡大を目的とした定款変更議案をご承認いただきまし

た。

④ 本プランが基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社役員の地位の維持を

　目的とするものでないことについて

　大量買付ルールが遵守された場合、対抗措置を講じるか否かについては、その判断の合理性、公正性、客観性を担保

しなければならないと考えております。そのため、当社は、当社取締役会から独立した組織として、特別委員会を設

置しております。特別委員会の委員は、３名以上５名以内とし、公正で中立的な判断を可能とするため、当社の業務

執行を行う経営陣から独立している当社社外取締役、当社社外監査役または社外有識者（弁護士、税理士、公認会計

士、学識経験者等）から選任しております。

　当社取締役会が対抗措置を発動する場合には、その判断の公正さを担保するために、以下の手続きを経ることとい

たします。

　当社取締役会は、対抗措置の発動に先立ち、特別委員会に対し対抗措置の発動の是非について諮問し、特別委員会

は、当社取締役会に対し対抗措置の発動の是非について取締役会評価期間中に勧告を行います。当社取締役会は、対

抗措置を発動するか否かの判断に際して、特別委員会の勧告を最大限尊重するものといたします。

　本プランの継続または改廃は、毎年、定時株主総会後最初に開かれる取締役会において株主の皆様から選任された

取締役によって検討し、その検討結果については速やかに開示いたします。また、関係法令等の改正・整備等を踏ま

え、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上の観点から、本プランの見直しを随時行い、変更等につい

ても、速やかに開示いたします。

　こうしたことから、当社取締役会は上記③の取組みが当社の上記①の基本方針および企業価値ひいては株主共同

の利益の確保に資するものであり、また、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しております。

(4）研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、３０億４千６百万円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,400,000,000

計 1,400,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年８月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 371,662,595 371,662,595

㈱東京証券取引所（市場

第一部）

㈱名古屋証券取引所（市

場第一部）

福岡証券取引所

－

計 371,662,595 371,662,595 － －

　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成20年８月１日から、この四半期報告書提出日までの新株予約権の行使

　　　　により発行された株式数は含まれていません。

（２）【新株予約権等の状況】

　会社法に基づき発行した新株予約権（ストック・オプション）は、次のとおりです。

平成19年７月31日取締役会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） 　　　　　　　　　 　　168（注１）

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　　　　　       　168,000（注２）

新株予約権の行使時の払込金額 　　        １株当たり　　　　１円

新株予約権の行使期間
　       自　平成19年８月18日

　       至　平成49年８月17日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

　　        発行価格 　　　　 １円

            資本組入額 　 （注３）

新株予約権の行使の条件 （注４）

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会

の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注５）

（注１）新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権1個当たりの目的となる株式の数（以下、

「付与株式数」という。）は1,000株とする。

（注２）新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合

を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整するものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割・併合の比率

また、上記の他、割当日後、単元株式数の変更を行う場合、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。

なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。
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（注３）① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１項に

従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上

げるものとする。

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等

増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（注４）① 新株予約権者は、当社の取締役（委員会設置会社における執行役を含む。）、監査役及び執行役員のいずれの

地位をも喪失した時に限り、新株予約権を行使できるものとする。ただし、この場合、新株予約権者は、上記いずれ

の地位をも喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から10年間に限り、新株予約権

を行使することができる。

② 上記①に拘わらず、新株予約権者は、以下の(ⅰ)又は(ⅱ)に定める場合（ただし、(ⅱ)については、新株予

約権者に別途定める条件に合致する再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに

定める期間内に限り新株予約権を行使できるものとする。

　(ⅰ)新株予約権者が平成48年８月17日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合

　　　平成48年８月18日から平成49年８月17日

　(ⅱ)当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式 

      移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取

      締役会決議又は代表執行役の決定がなされた場合）

　　　当該承認日の翌日から30日間

③ 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないものとする。

（注５）当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る。）、又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）

（以上を総称して以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生日（吸収

合併につき吸収合併の効力発生日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割の

効力発生日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換の効力発生日、及び株式

移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新

株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イか

らホまでに掲げる株式会社（以下、「再編成対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。

ただし、以下の各号に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分

割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。

① 交付する再編成対象会社の新株予約権の数

　新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

　再編成対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

　組織再編成行為の条件等を勘案の上、別途決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編成後払込金額に上記③に　

　　　　　

　従って決定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

  再編成後払込金額は、交付される新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編成対象会社

　の株式１株当たり１円とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

　別途定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅

　

　い日から、別途定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　別途決定する。

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の承認を要する。

⑧ 新株予約権の取得条項

　別途決定する。

⑨ その他の新株予約権の行使の条件

　別途決定する。

 

EDINET提出書類

ＴＯＴＯ株式会社(E01138)

四半期報告書

11/27



（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

　（百万円）

平成20年４月１日～

 平成20年６月30日
－ 371,662 － 35,579 － 29,101

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。　

　

（６）【議決権の状況】

　  当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、 記

載することができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

　 平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － －     －

議決権制限株式（自己株式等） － － 　　－

議決権制限株式（その他） － － 　　－

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

　普通株式　　　

24,988,000

－ 　　－

（相互保有株式）

　　　　普通株式

325,000

－ 　　－

完全議決権株式（その他）
　　　　普通株式　　　

342,894,000
342,894 　　－

単元未満株式
　　　　普通株式

3,455,595
－

１単元（1,000株）未満

の株式

発行済株式総数 371,662,595 － 　　－

総株主の議決権 － 342,894 　　－

　（注）　「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が13,000株含まれております。

また「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数13個が含まれております。
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②【自己株式等】

　 平成20年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）      

ＴＯＴＯ株式会社
北九州市小倉北区

中島２－１－１
24,988,000 －　 24,988,000 6.72

(相互保有株式)      

石川金属工業株式

会社

北九州市小倉北区

赤坂海岸２－１
224,000 － 224,000 0.06

旭工業株式会社 瀬戸市鹿乗町1156 51,000 －　 51,000 0.01

株式会社指兼
名古屋市西区笠取

町３－76
46,000 4,000 50,000 0.01

計 － 25,309,000 4,000 25,313,000 6.81

（注）　株式会社指兼は、当社の取引先会社で構成される持株会（ＴＯＴＯ取引先持株会　北九州市小倉北区中島２

－１－１）に加入しており、同持株会名義で当社株式4,000株を所有しております。

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年４月 ５月 ６月

最高（円） 996 897 838

最低（円） 836 782 736

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けて

おります。

　なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査法人から名

称変更しております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 34,919 37,084

受取手形及び売掛金 74,962 84,093

有価証券 1,200 6,600

製品 36,973 37,740

半製品 2,952 2,947

原材料 8,875 9,499

仕掛品 13,086 12,748

貯蔵品 3,406 3,828

その他 16,998 16,283

貸倒引当金 △617 △698

流動資産合計 192,758 210,126

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 63,313

※1
 65,603

土地 46,482 46,825

その他（純額） ※1
 44,610

※1
 45,494

有形固定資産合計 154,405 157,924

無形固定資産

のれん 362 400

その他 13,511 13,388

無形固定資産合計 13,874 13,789

投資その他の資産

投資有価証券 39,160 36,914

その他 33,762 33,477

貸倒引当金 △558 △487

投資その他の資産合計 72,363 69,904

固定資産合計 240,643 241,618

資産合計 433,402 451,744
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 57,176 59,316

短期借入金 41,871 43,477

未払法人税等 888 1,942

製品点検補修引当金 598 1,112

その他 51,245 54,448

流動負債合計 151,780 160,296

固定負債

社債 10,000 10,000

長期借入金 5,371 5,376

退職給付引当金 41,979 43,119

その他 1,542 1,420

固定負債合計 58,893 59,916

負債合計 210,674 220,213

純資産の部

株主資本

資本金 35,579 35,579

資本剰余金 29,468 29,467

利益剰余金 169,693 174,898

自己株式 △14,294 △14,274

株主資本合計 220,447 225,670

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,570 1,076

為替換算調整勘定 △5,370 △506

評価・換算差額等合計 △2,799 570

新株予約権 135 135

少数株主持分 4,944 5,154

純資産合計 222,727 231,530

負債純資産合計 433,402 451,744
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

売上高 110,285

売上原価 73,265

売上総利益 37,019

販売費及び一般管理費 ※
 36,228

営業利益 791

営業外収益

受取利息 178

受取配当金 327

持分法による投資利益 274

その他 505

営業外収益合計 1,285

営業外費用

支払利息 261

売上割引 306

その他 257

営業外費用合計 826

経常利益 1,250

特別利益

土地等売却益 229

特別利益合計 229

特別損失

有価証券評価損 1

会員権評価損 7

たな卸資産評価損 4,586

減損損失 45

特別損失合計 4,639

税金等調整前四半期純損失（△） △3,159

法人税、住民税及び事業税 713

法人税等調整額 △1,428

法人税等合計 △715

少数株主利益 177

四半期純損失（△） △2,621
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △3,159

減価償却費 5,175

減損損失 45

有価証券評価損 1

会員権評価損 7

たな卸資産評価損 4,586

貸倒引当金の増減額（△は減少） 15

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △68

製品点検補修引当金の増減額（△は減少） △513

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,130

受取利息及び受取配当金 △505

支払利息 261

土地等売却益 △229

固定資産除却損 69

売上債権の増減額（△は増加） 9,198

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,644

仕入債務の増減額（△は減少） △1,793

その他 △5,880

小計 1,434

利息及び配当金の受取額 929

利息の支払額 △226

法人税等の支払額 △1,439

営業活動によるキャッシュ・フロー 698

投資活動によるキャッシュ・フロー

短期貸付金の増減額（△は増加） △0

有形固定資産の取得による支出 △3,246

有形固定資産の売却による収入 619

無形固定資産の取得による支出 △1,365

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △608

長期貸付けによる支出 △3

長期貸付金の回収による収入 32

その他 45

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,528

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △576

コマーシャル・ペーパーの発行による収入 15,000

コマーシャル・ペーパーの償還による支出 △15,000

長期借入金の返済による支出 △6

配当金の支払額 △2,426

自己株式の取得による支出 △23

その他 5

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,027

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,211

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △8,068

現金及び現金同等物の期首残高 43,674

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 502

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 36,109
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第１四半期連結会計期間

（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

（1）連結の範囲の変更
　　当第１四半期連結会計期間より、

TOTO Asia Oceania Pte.Ltd.は重要性が増
したため、連結の範囲に含めることとし

ています。

　また、TOTOリース㈱とTOTOビジネッ
ツ㈱が合併したことに伴い、連結子会社

が１社減少しています。

（2）変更後の連結子会社の数
　　58社

２．会計処理基準に関する事

項の変更

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
の変更

　たな卸資産

　　当第１四半期連結会計期間より「棚卸

資産の評価に関する会計基準」（企業

会計基準第９号　平成18年７月５日）
が適用されたことに伴い、次のとおり

変更しています。

製品 主として先入先出法

による原価法から主

として先入先出法に

よる原価法(貸借対照

表価額については収

益性の低下に基づく

簿価切下げの方法)

半製品 主として先入先出法

による原価法から主

として先入先出法に

よる原価法(貸借対照

表価額については収

益性の低下に基づく

簿価切下げの方法)

原材料 主として総平均法に

よる低価法(但し衛陶

原料・外注部品は原

価法)から主として総

平均法による原価法

(貸借対照表価額につ

いては収益性の低下

に基づく簿価切下げ

の方法)

仕掛品 主として先入先出法

による原価法から主

として先入先出法に

よる原価法(貸借対照

表価額については収

益性の低下に基づく

簿価切下げの方法)
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当第１四半期連結会計期間

（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

 半成工事 主として個別法によ

る原価法から主とし

て個別法による原価

法(貸借対照表価額に

ついては収益性の低

下に基づく簿価切下

げの方法)

貯蔵品 主として総平均法に

よる原価法から主と

して総平均法による

原価法(貸借対照表価

額については収益性

の低下に基づく簿価

切下げの方法)
　　これにより、営業利益及び経常利益はそ

れぞれ303百万円減少し、税金等調整前
四半期純損失は4,889百万円増加してお
ります。

　なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。

（2）「連結財務諸表作成における在外子
会社の会計処理に関する当面の取扱

い」の適用

　　当第１四半期連結会計期間より、「連結

財務諸表作成における在外子会社の会

計処理に関する当面の取扱い」（実務

対応報告第18号　平成18年５月17日）を
適用し、連結決算上必要な修正を行って

おります。

　　これによる四半期連結財務諸表に与え

る影響は軽微であります。
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【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１.　一般債権の貸倒見積高

　 の算定方法

　　当第１四半期連結会計期間末の貸倒実

績率等が前連結会計年度末に算定した

ものと著しい変化がないと認められる

ため、前連結会計年度末の貸倒実績率等

を使用して貸倒見積高を算定しており

ます。

２.　棚卸資産の評価方法 　　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高

の算出に関しては、実地棚卸を省略し、

前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎

として合理的な方法により算定してお

ります。

３.　固定資産の減価償却費　　

　 の算定方法

　　定率法を採用している資産については、

連結会計年度に係る減価償却費の額を

期間按分して算定しております。

４.　経過勘定項目の算定方　　

　 法

　　合理的な算定方法による概算額で計上

しております。

５.　法人税等並びに繰延税

　 金資産及び負債の算定

   方法

　　法人税等の納付額の算定に関しては、加

味する加減算項目等を重要なものに限

定しております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関

しては、一時差異の発生状況等について

前連結会計年度末から著しい変化がな

いと認められるため、前連結会計年度末

において使用した将来の業績予測及び

タックス・プランニングを利用してお

ります。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。

　

　　【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社及び国内連結子会社の機械装置の耐用年数について

は、当第１四半期連結会計期間より、法人税法の改正を契機

として見直しを行っております。

　これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ175百万円

減少し、税金等調整前四半期純損失は175百万円増加してお

ります。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載し

ております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、267,021百万円で

あります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、266,038百万円で

あります。

  ２　偶発債務

銀行借入金に対する保証債務は次のとおりであり
ます。

P.T.
SURYA TOTO INDONESIA

1,091百万円

㈱テラ 50百万円
従業員住宅ローン 0百万円
財形住宅ローン 1百万円　
従業員単元持株ローン 1百万円　
計 1,144百万円

  ２　偶発債務

銀行借入金に対する保証債務は次のとおりであり
ます。

P.T.
SURYA TOTO INDONESIA

1,237百万円

㈱テラ 50百万円
従業員住宅ローン 0百万円
財形住宅ローン 2百万円　
従業員単元持株ローン 2百万円　
計 1,292百万円

  

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※  　販売費及び一般管理費の主要な費目および金額は次

のとおりであります。

発送費及び配達費 4,165百万円

給料・賞与及び手当金 11,920　

退職給付費用 729　

貸倒引当金繰入額 18 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在）
 （百万円）

現金及び預金勘定 34,919

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △10

取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資（有価証券）
1,200　

現金及び現金同等物 36,109
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　

至　平成20年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　371,662千株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　 25,134千株　

３．新株予約権等に関する事項

　ストック・オプションとしての新株予約権

　　新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　親会社　135百万円

４．配当に関する事項

　配当金支払額　

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
　配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年５月21日

取締役会
普通株式 2,426 7.0 平成20年３月31日 平成20年６月６日 利益剰余金 
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　建築用設備機器事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計

額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

 
日本

（百万円）
北中米
（百万円）

中国
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高 99,431 6,577 7,761 5,063 118,834 (8,548) 110,285

営業利益 2,105 325 1,265 364 4,060 (3,269) 791

　（注）１．国又は地域は、事業活動の相互関連性により区分しております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

　北中米　…　米国、メキシコ等

　その他　…　台湾、マレーシア、韓国、ベトナム、シンガポール、欧州等

３．会計方針の変更等

　　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２.（1）に記載のとおり、当第１

四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５

日）を適用しております。この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が日本で303百万円減

少しております。

　　（有形固定資産の耐用年数の変更）

　追加情報に記載のとおり、当社及び国内連結子会社の機械装置の耐用年数については、当第１四半期連

結会計期間より、法人税法の改正を契機として見直しを行っております。この結果、従来の方法によった

場合に比べて、営業利益が日本で164百万円、消去又は全社で11百万円減少しております。

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

 北中米 中国 その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 6,510 4,784 3,551 14,846

Ⅱ　連結売上高（百万円）   　 110,285

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 5.9 4.4 3.2 13.5

 （注） １．国又は地域は、事業活動の相互関連性により区分しております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

　北中米　…　米国、メキシコ等

　その他　…　台湾、マレーシア、フィリピン、韓国、ベトナム、シンガポール、欧州等

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　ストック・オプションに係る当第１四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費　　　36百万円　

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 628.08円 １株当たり純資産額 652.84円

２．１株当たり四半期純損失

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純損失 7.57円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失で

あるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

四半期純損失（百万円） 2,621

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る四半期純損失（百万円） 2,621

期中平均株式数（千株） 346,534

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

－　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

ＴＯＴＯ株式会社(E01138)

四半期報告書

25/27



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　

該当事項はありません。

EDINET提出書類

ＴＯＴＯ株式会社(E01138)

四半期報告書

26/27



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月８日

ＴＯＴＯ株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 行正　晴實　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 東　　能利生　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐藤　宏文　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＴＯＴＯ株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年

６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＴＯＴＯ株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報　

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更２.(1)に記載のとおり、会社は当第1四半期連結会計期間

より棚卸資産の評価に関する会計基準を適用しているため、この会計基準により四半期連結財務諸表を作成している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

     ２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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